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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第112期

第２四半期連結
累計期間

第113期
第２四半期連結
累計期間

第112期
第２四半期連結
会計期間

第113期
第２四半期連結
会計期間

第112期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 359,861 393,073 188,672 196,267 757,849

経常利益（百万円） 2,981 18,936 2,667 9,674 19,081

四半期（当期）純利益（百万円） 564 12,231 376 6,203 2,540

純資産額（百万円） － － 120,936 138,635 122,829

総資産額（百万円） － － 798,691 749,179 749,866

１株当たり純資産額（円） － － 135.05 127.02 127.72

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
0.71 14.00 0.48 6.76 3.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 13.4 15.6 13.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△36,191 △22,251 － － 39,456

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△14,697 △11,159 － － △12,477

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
55,026 19,223 － － △15,985

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 23,974 20,274 29,549

従業員数（人） － － 22,801 22,111 22,583

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。　

３【関係会社の状況】

  当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 22,111 　

　

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 3,342 　

　（注）60歳定年制を採用している。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと次のとおりである。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

印刷インキ 89,817 －

ニューグラフィックアーツ 21,444 －

合成樹脂 38,322 －

ケミカルソリューション 29,732 －

報告セグメント計 179,315 －

その他 264 －

計 179,579 －

　（注）１．生産実績は期中平均販売価格により算出している。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。　

 

(2）受注状況

　主に見込生産によっている。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと次のとおりである。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

印刷インキ 103,255 －

ニューグラフィックアーツ 17,305 －

合成樹脂 37,147 －

ケミカルソリューション 37,693 －

報告セグメント計 195,400 －

その他 867 －

計 196,267 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

 

３【経営上の重要な契約等】

    該当事項なし。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

 

　当社グループの決算期は、一部を除き、海外子会社が12月、国内会社は３月であるため、当第２四半期連結会計期間の状

況に関しては、海外子会社は平成22年４～６月期、国内会社は平成22年７～９月期について各々記載している。

 

 売上高 営業利益 

 
当第２四半期
連結会計期間
（百万円）

前第２四半期
連結会計期間
（百万円）

前年同期比
当第２四半期
連結会計期間
（百万円）

前第２四半期
連結会計期間
（百万円）

前年同期比

印刷インキ 103,291102,213 +1.1%　 4,051 1,885 2.1倍　

ニューグラフィックアーツ 27,447 24,230 +13.3%　 1,442 68 21.2倍　

合成樹脂 40,036 36,320 +10.2%　 4,163 2,976 +39.9%　

ケミカルソリューション 37,896 36,320 +4.3%　 2,013 1,535 +31.1%　

その他 867 747 +15.9%　 △106 251 赤字化　

消去又は全社 △13,270△11,158 －　 △967 △1,123 －　

計 （含む為替影響） 196,267188,672 +4.0%　 10,596 5,592 +89.5%　

(注)当社は、基礎素材とコア技術を基盤として、事業を社会変化に対応して成長させることを目的に、平成22年４

　月１日付にて事業セグメントを改編した。

　　なお、前第２四半期連結会計期間の数値については、変更後の区分に組み替えて記載している。

　

  各事業部門の業績は次のとおりである。前年同期比の（　）内の数値は、為替換算の影響を排除した増減比を表して

いる。なお、印刷インキ事業部門の業績には事業部門内の地域間取引が含まれており、合計金額は上記の業績数値と一

致しない。

 

　［印刷インキ事業部門］

　　・日本　　　　　      　　　売 上 高：  24,592百万円 前年同期比  +18.0％

　　　　　　　　　　      　　　営業利益：     922百万円 前年同期比   +8.5％

　　

グラビアインキは、主に飲料・食品向けの軟包装材関連の需要が前年同期並に推移したが、出版・チラシ関連の需要

の減少および新聞の発行部数やページ数の減少などの影響を受け、オフセットインキおよび新聞インキは苦戦を強い

られた。しかしながら、昨年の第３四半期より、ザ・インクテック株式会社（現株式会社ＤＮＰファインケミル）の印

刷インキ事業の商権を引き継いだことにより、増収となった。　

営業利益は、上記のような売上状況により増益となったが、原料価格上昇の影響を受け、微増にとどまった。　

　

　・米州・欧州　　     　　　　 売 上 高：　65,704百万円 前年同期比 △5.6％ （ +2.2％）

                          　　　営業利益：　 1,724百万円 前年同期比　10.6倍 （ 21.0倍）

　

北米及び欧州では、新聞インキと出版インキが、北米における新聞や雑誌の発行部数の減少などの影響により苦戦し

たが、チラシやカタログ関連、グラビアインキが堅調に推移し、増収となった。中南米においては、主力のパッケージ用

インキで増収となったほか、全ての品目において需要が大きく伸長し、増収となった。以上の結果、全体としては現地通

貨ベースで前年同期の水準を上回ったが、円高の影響により減収となった。

営業利益は、現地通貨ベースで増収となったことや合理化の効果などにより、増益となった。

　

　・アジア・オセアニア 　　　　 売 上 高：  14,733百万円 前年同期比　+11.2％ （+10.7％）

　　　　　　　　　　　　 　　　 営業利益：   1,505百万円 前年同期比  +49.8％ （+52.0％）

　

中国では、輸出産業向けのオフセットインキやグラビアインキが、東南アジアではオフセットインキや新聞インキが

各々好調に推移し、増収となった。オセアニアでは、オフセットインキが苦戦したが、新聞インキが好調だったことによ

り増収となった。インドでは、オフセットインキと新聞インキが好調に推移したが、製缶塗料事業の譲渡による減収に

より、前年同期並みとなった。

営業利益は、増収による効果が大きく、増益となった。

　

　［ニューグラフィックアーツ事業部門］

　　　　　　　　　　　　　　　　売 上 高：  27,447百万円 前年同期比　+13.3％  (+18.6％）

　　　　　　　　　　　　　　　　営業利益：   1,442百万円 前年同期比   21.2倍　( 10.1倍）
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有機顔料は、カラーフィルタ用をはじめとして、インキ用および塗料・プラスチック用も好調だったことから国内外

において増収となった。また、国内外のインクジェットインキも伸長した。一方、競争激化により苦戦を強いられたＴＦ

Ｔ液晶や、ＣＤ、ＤＶＤ向け需要の減退の影響を受けた光ディスク用保護コート剤が減収となった。　

営業利益は、増収効果や品目構成の改善などにより、増益となった。

　　  

　［合成樹脂事業部門］　

　　　　　　　　　　　　　　　　売 上 高：  40,036百万円 前年同期比  +10.2％ （+11.1％）

                          　　　営業利益：　 4,163百万円 前年同期比  +39.9％ （+39.4％）

　

電気・電子産業や自動車産業向けを中心に全般的に需要が増大したことから、エポキシ樹脂、水性ウレタン、改質剤

などの品目において増収となった。また、アジアにおいては、需要の拡大により、中国、東南アジアとも好調に推移した。

営業利益は、増収効果や品目構成の改善などにより、増益となった。

　　

　［ケミカルソリューション事業部門］ 

　　　　　　　　　　　　　　　　売 上 高：  37,896百万円 前年同期比   +4.3％ （ +4.4％）

　　　　　　　　　　　　　　　　営業利益：   2,013百万円 前年同期比  +31.1％ （+30.0％）

　

ＰＰＳコンパウンドがハイブリッド車向けを中心に伸長し、増収となったほか、電気・電子産業向けを中心に工業用

粘着テープ及び機能性光学材料が伸長した。また、化粧板も住宅・建築向けに需要が伸長し、増収となった。

営業利益は、増収効果や品目構成の改善などにより、増益となった。

　

　

　  (2)キャッシュ・フローの状況

　 ［営業活動によるキャッシュ・フロー］　 10,221百万円（前第２四半期連結会計期間 　4,513百万円）

　当第２四半期連結会計期間は、税金等調整前四半期純利益が9,343百万円、減価償却費が8,259百万円となった。一方

で、運転資本等に資金を使用した結果、営業活動により得られた資金の総額は10,221百万円となった。

　

　 ［投資活動によるキャッシュ・フロー］　△6,273百万円（前第２四半期連結会計期間 △7,516百万円）

　当第２四半期連結会計期間は、設備投資に5,379百万円の資金を使用した結果、投資活動に使用した資金の総額は

6,273百万円となった。

　

　 ［財務活動によるキャッシュ・フロー］ △11,482百万円（前第２四半期連結会計期間 　5,996百万円）

　当第２四半期連結会計期間は、借入金の返済に11,439百万円の資金を使用した結果、財務活動に使用した資金の総

額は11,482百万円となった。

　 

　  (3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。　

 

　  (4)研究開発活動

　  　 当第２四半期連結会計期間における研究開発費は、2,769百万円であり、このほか、当社及びＤＩＣグラフィックス株

式会社において、製品の改良・カスタマイズに関わる費用など技術関連費用が、3,924百万円ある。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の体制及び方針に重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

  

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設について、重要

な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,500,000,000

計 1,500,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 919,372,048 919,372,048
東京証券取引所

市場第一部

 単元株式数

 1,000株　

計 919,372,048 919,372,048 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし。

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。　

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日　
－ 919,372 － 91,154 － 88,753
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　日本マスタートラスト信託銀行

　株式会社（信託口）
　東京都港区浜松町２丁目11番３号 63,490 6.91

　日本トラスティ・サービス信託

　銀行株式会社（信託口）
　東京都中央区晴海１丁目８番11号 63,042 6.86

　日誠不動産株式会社 　東京都中央区日本橋３丁目７番20号 53,104 5.78

　大日製罐株式会社 　埼玉県鴻巣市箕田字吉右エ門3132番地 42,561 4.63

　第一生命保険株式会社

　（常任代理人　資産管理サービ

　ス信託銀行株式会社）

　東京都千代田区有楽町１丁目13番１号

　（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
35,000 3.81

　日辰貿易株式会社 　東京都中央区日本橋３丁目７番20号 31,277 3.40

　日本トラスティ・サービス信託

　銀行株式会社（信託口４）
　東京都中央区晴海１丁目８番11号 22,742 2.47

　日本トラスティ・サービス信託

　銀行株式会社（信託口９）
　東京都中央区晴海１丁目８番11号 21,942 2.39

　日本生命保険相互会社 　東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 19,000 2.07

　あいおい損害保険株式会社

　（常任代理人　日本マスタート

　ラスト信託銀行株式会社）

　東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号

　（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
18,203 1.98

計 － 370,364 40.28

　（注）上記の「所有株式数」には、次のとおり信託財産が含まれている。

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社（信託口）

証券投資信託 24,015千株年金信託 25,086千株

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

証券投資信託 14,044千株年金信託 30,963千株

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口４)

年金信託 4,651千株   
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（７）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,830,000 －  単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 915,083,000 915,083 同上

単元未満株式 普通株式 2,459,048 － －

発行済株式総数 919,372,048 － －

総株主の議決権 － 915,053 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれている。ま

　　　　　た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれている。

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

ＤＩＣ株式会社

東京都板橋区坂下３

丁目35番58号
1,830,000 － 1,830,000 0.20

計 － 1,830,000 － 1,830,000 0.20

　（注）　このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が3,000株ある。なお、当

　　　　　該株式は、上記「①　発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれている。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 224 198 154 149 156 152

最低（円） 196 145 135 134 137 137

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,275 29,549

受取手形及び売掛金 ※2
 218,338

※2
 182,053

商品及び製品 68,169 71,631

仕掛品 9,001 9,225

原材料及び貯蔵品 45,586 43,063

その他 28,226 34,905

貸倒引当金 △8,205 △8,668

流動資産合計 381,390 361,758

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 92,459

※1
 97,874

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 72,525

※1
 78,593

工具、器具及び備品（純額） ※1
 8,483

※1
 9,254

土地 57,748 59,828

建設仮勘定 4,816 6,848

有形固定資産合計 236,031 252,397

無形固定資産

のれん 2,211 1,704

その他 12,197 12,177

無形固定資産合計 14,408 13,881

投資その他の資産

投資有価証券 29,131 30,404

その他 88,786 92,078

貸倒引当金 △567 △652

投資その他の資産合計 117,350 121,830

固定資産合計 367,789 388,108

資産合計 749,179 749,866
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 118,597 121,661

短期借入金 82,457 51,593

コマーシャル・ペーパー 4,000 200

1年内償還予定の社債 5,000 25,000

未払法人税等 3,490 4,267

賞与引当金 2,809 2,911

その他 59,368 65,349

流動負債合計 275,721 270,981

固定負債

社債 41,000 41,000

長期借入金 242,536 258,889

退職給付引当金 26,269 29,391

製品補償損失引当金 － 1,000

資産除去債務 1,065 －

その他 23,953 25,776

固定負債合計 334,823 356,056

負債合計 610,544 627,037

純資産の部

株主資本

資本金 91,154 82,423

資本剰余金 88,758 80,027

利益剰余金 37,780 27,131

自己株式 △651 △648

株主資本合計 217,041 188,933

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △353 278

繰延ヘッジ損益 △431 △217

年金負債調整額 ※5
 △20,058

※5
 △22,036

為替換算調整勘定 △79,654 △65,924

評価・換算差額等合計 △100,496 △87,899

少数株主持分 22,090 21,795

純資産合計 138,635 122,829

負債純資産合計 749,179 749,866
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 359,861 393,073

売上原価 289,739 308,887

売上総利益 70,122 84,186

販売費及び一般管理費

従業員給料及び手当 21,699 20,787

貸倒引当金繰入額 546 786

賞与引当金繰入額 663 992

退職給付費用 3,801 2,437

その他 35,714 38,374

販売費及び一般管理費合計 62,423 63,376

営業利益 7,699 20,810

営業外収益

受取利息 688 552

受取配当金 115 135

為替差益 － 610

持分法による投資利益 1,092 1,011

その他 1,058 1,435

営業外収益合計 2,953 3,743

営業外費用

支払利息 3,914 3,514

為替差損 1,328 －

その他 2,429 2,103

営業外費用合計 7,671 5,617

経常利益 2,981 18,936

特別利益

事業譲渡益 － 605

特別利益合計 － 605

特別損失

固定資産処分損 792 1,548

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 692

リストラ関連退職損失 1,407 325

特別損失合計 2,199 2,565

税金等調整前四半期純利益 782 16,976

法人税等 ※1
 △238

※1
 3,514

少数株主損益調整前四半期純利益 － 13,462

少数株主利益 456 1,231

四半期純利益 564 12,231
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 188,672 196,267

売上原価 151,339 154,108

売上総利益 37,333 42,159

販売費及び一般管理費

従業員給料及び手当 10,954 10,848

貸倒引当金繰入額 398 349

賞与引当金繰入額 560 927

退職給付費用 2,080 1,191

その他 17,749 18,248

販売費及び一般管理費合計 31,741 31,563

営業利益 5,592 10,596

営業外収益

受取利息 423 361

受取配当金 65 91

為替差益 － 337

持分法による投資利益 834 671

その他 361 794

営業外収益合計 1,683 2,254

営業外費用

支払利息 1,893 1,764

為替差損 1,427 －

その他 1,288 1,412

営業外費用合計 4,608 3,176

経常利益 2,667 9,674

特別利益

事業譲渡益 － 605

特別利益合計 － 605

特別損失

固定資産処分損 407 815

リストラ関連退職損失 1,155 121

特別損失合計 1,562 936

税金等調整前四半期純利益 1,105 9,343

法人税等 ※1
 424

※1
 2,388

少数株主損益調整前四半期純利益 － 6,955

少数株主利益 305 752

四半期純利益 376 6,203
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 782 16,976

減価償却費 17,712 16,429

のれん償却額 338 291

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,069 △208

賞与引当金の増減額（△は減少） 866 △102

受取利息及び受取配当金 △803 △687

持分法による投資損益（△は益） △1,092 △1,011

支払利息 3,914 3,514

固定資産除売却損益（△は益） 792 1,548

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 692

事業譲渡損益（△は益） － △605

売上債権の増減額（△は増加） △51,729 △45,378

たな卸資産の増減額（△は増加） 13,535 △5,915

仕入債務の増減額（△は減少） △7,823 940

その他 △5,991 △719

小計 △28,430 △14,235

利息及び配当金の受取額 1,203 751

利息の支払額 △3,796 △3,566

法人税等の支払額 △5,168 △5,201

営業活動によるキャッシュ・フロー △36,191 △22,251

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △80 △1

定期預金の払戻による収入 143 －

有形固定資産の取得による支出 △14,077 △9,514

有形固定資産の売却による収入 592 847

無形固定資産の取得による支出 △517 △681

無形固定資産の売却による収入 2 24

関係会社株式及び出資金の取得による支出 － △217

関係会社株式及び出資金の売却による収入 16 56

投資有価証券の取得による支出 △36 △385

投資有価証券の売却及び償還による収入 281 43

事業譲受による支出 △1,143 △1,269

その他 122 △62

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,697 △11,159
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,062 14,305

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △10,197 3,800

長期借入れによる収入 80,994 12,797

長期借入金の返済による支出 △11,197 △7,017

社債の償還による支出 △5,000 △20,000

株式の発行による収入 － 17,462

配当金の支払額 △2,373 △1,582

少数株主への配当金の支払額 △214 △479

自己株式の純増減額（△は増加） △3 △3

その他 △46 △60

財務活動によるキャッシュ・フロー 55,026 19,223

現金及び現金同等物に係る換算差額 △258 4,912

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,880 △9,275

現金及び現金同等物の期首残高 20,094 29,549

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 23,974

※1
 20,274
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、出資により㈱ＤＣカツヤを新たに連結子会

社に加え、株式売却等によりDIC Coatings India Ltd.他２社を連結の範囲

から除外した。また、当第２四半期連結会計期間より、Siam Algae Co.,

Ltd.他１社を清算により連結の範囲から除外した。

（2）変更後の連結子会社の数

　167社　

２．会計処理基準に関する事項の変更 （1）資産除去債務に関する会計基準の適用　

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用している。

　　これにより、営業利益及び経常利益がそれぞれ7百万円、税金等調整前四半

期純利益が699百万円減少している。また、当会計基準等の適用開始による

資産除去債務の変動額は757百万円である。

（2）企業結合に関する会計基準等の適用　　

　　第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計

基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企

業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分

法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用している。
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。

　

当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日）

（四半期連結貸借対照表）　

　「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）の適用により、前第２四半期連結

会計期間において固定負債の「その他」に含めて表示していた海外子会社にかかる「資産除去債務」は、第１四半期

連結会計期間より区分掲記することとした。なお、前第２四半期連結会計期間の固定負債の「その他」に含まれる海外

子会社にかかる「資産除去債務」は309百万円である。

　

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。

　

【簡便な会計処理】

採用した簡便な会計処理のうち、重要なものはない。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

税金費用の計算 　一部の連結子会社の税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む

連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してい

る。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。

EDINET提出書類

ＤＩＣ株式会社(E00901)

四半期報告書

19/32



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

502,070百万円 510,788百万円

※２　この他、売掛債権流動化による譲渡額8,039百万円が

ある。

※２　この他、売掛債権流動化による譲渡額44,193百万円が

ある。

　３　次のとおり債務の保証を行っている。　 　３　次のとおり債務の保証を行っている。

被保証者名
金額
(百万円)

内容

張家港東亜迪愛生化学有限公司
（TOA-DIC Zhangjiagang 
Chemicals Co.,Ltd.) 

212
金融機関借入に伴う
保証債務

ディーアイシーバイエルポリ
マー㈱

300
金融機関借入に伴う
保証債務

その他 1,060

金融機関借入に伴う
保証債務  1,021     
金融機関借入に伴う
保証予約     39

計 1,572
保証債務  1,533      
保証予約　   39

被保証者名
金額
(百万円)

内容

張家港東亜迪愛生化学有限公司
（TOA-DIC Zhangjiagang 
Chemicals Co.,Ltd.) 

238
金融機関借入に伴う
保証債務

ディーアイシーバイエルポリ
マー㈱

350
金融機関借入に伴う
保証債務

その他1社他 1,204

金融機関借入に伴う
保証債務  1,166      
金融機関借入に伴う
保証予約     38

計 1,792
保証債務  1,754      
保証予約     38

　４　受取手形割引高

　　　受取手形裏書譲渡高　

42

56

百万円

百万円　

　４　受取手形割引高 309百万円

※５  米国会計基準が適用される在外連結子会社が、米国

財務会計基準書（SFAS）第158号に従って年金負債

を追加計上したことに伴う純資産の調整額である。

※５　同左

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　　一部の連結子会社の税金費用については、当第２四

半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算している。なお、法人税等調整額は法

人税等に含めて表示している。

※１　同左

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　　一部の連結子会社の税金費用については、当第２四

半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算している。なお、法人税等調整額は法

人税等に含めて表示している。

※１　同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円) (単位：百万円)

現金及び預金勘定 24,059

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △85

現金及び現金同等物 23,974

現金及び預金勘定 20,275

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1

現金及び現金同等物 20,274

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　919,372千株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　  1,830千株

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額 　

　決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日  配当の原資

平成22年６月23日

  定時株主総会
普通株式 1,582 2 平成22年３月31日平成22年６月24日利益剰余金

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

　決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日  配当の原資

平成22年11月８日

  　取締役会
普通株式 1,835 2 平成22年９月30日平成22年12月１日利益剰余金

　

４．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成22年６月１日付で公募増資を実施した。また平成22年６月22日付で、みずほ証券株式会社から第

三者割当増資の払込みを受けた。この結果、第１四半期連結会計期間において資本金が8,731百万円、資本剰余

金が8,731百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が91,154百万円、資本剰余金が88,758百

万円となっている。　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
グラフィック

アーツ

（百万円）

工業材料
（百万円）

機能製品
（百万円）

電子情報
材料
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対

する売上高
116,67733,17028,0989,747 980 188,672 － 188,672

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

581 2,966 213 31 － 3,791△3,791 －

計 117,25836,13628,3119,778 980 192,463△3,791188,672

営業利益 1,452 3,249 1,760 658 △147 6,972△1,380 5,592

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
グラフィック

アーツ

（百万円）

工業材料
（百万円）

機能製品
（百万円）

電子情報
材料
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対

する売上高
223,22262,74953,11718,5432,230359,861 － 359,861

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

1,143 5,941 449 74 － 7,607△7,607 －

計 224,36568,69053,56618,6172,230367,468△7,607359,861

営業利益 2,416 5,206 2,544 794 △428 10,532△2,833 7,699

　（注）事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

(1）事業区分の方法……製品の需要用途等の類似性を考慮して区分している。

(2）各区分に属する主要な製品の名称

グラフィックアーツ…………印刷インキ、印刷関連機器・材料、有機顔料、カラー＆コンフォート

工業材料…………合成樹脂、ポリマ添加剤

機能製品…………合成樹脂コンパウンド・着色剤、建材、石化関連製品、粘着製品、プラスチック成形品

電子情報材料……記録材料、液晶材料、エンジニアリングプラスチック、中空糸
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）
欧州

（百万円）

アジア・　オ
セアニア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
84,76932,60247,38423,917188,672 － 188,672

(2）セグメント間の内部

売上高
5,494 184 19 1,540 7,237△7,237 －

計 90,26332,78647,40325,457195,909△7,237188,672

営業利益 5,879△1,285 827 1,474 6,895△1,303 5,592

　

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）
欧州

（百万円）

アジア・　オ
セアニア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
164,37762,68889,85842,938359,861 － 359,861

(2）セグメント間の内部

売上高
10,066 293 31 2,88413,274△13,274 －

計 174,44362,98189,88945,822373,135△13,274359,861

営業利益 9,464△2,676 1,797 2,02810,613△2,914 7,699

　（注）　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。

(2）各区分に属する主な国又は地域

米州………米国、カナダ、メキシコ、ブラジル

欧州………ドイツ、オランダ、イギリス、フランス

アジア・オセアニア……中国、タイ、インド、マレーシア、オーストラリア

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 米州 欧州 アジア・オセアニア 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 32,838 47,482 33,024 113,344

Ⅱ．連結売上高（百万円）    188,672

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
17.4 25.2 17.5 60.1

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 米州 欧州 アジア・オセアニア 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 62,859 90,013 57,634 210,506

Ⅱ．連結売上高（百万円）    359,861

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
17.5 25.0 16.0 58.5

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。

(2）各区分に属する主な国又は地域

米州………米国、カナダ、メキシコ、ブラジル

欧州………ドイツ、オランダ、イギリス、フランス

アジア・オセアニア……中国、タイ、インド、マレーシア、オーストラリア
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【セグメント情報】

　

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち、分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

　当社は、本社に製品別の事業部門を置き、各事業部門は取り扱う製品について国内及び海外の包括的な戦略を立案

し、事業活動を展開している。

　従って、当社は事業部門を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「印刷インキ」、「ニューグラ

フィックアーツ」、「合成樹脂」及び「ケミカルソリューション」の４つを報告セグメントとしている。

　「印刷インキ」は、印刷インキ、印刷関連機器・材料を製造販売している。「ニューグラフィックアーツ」は、有機顔

料、記録材料及び液晶材料を製造販売している。「合成樹脂」は、合成樹脂、ポリマ添加剤を製造販売している。「ケミ

カルソリューション」は、合成樹脂コンパウンド・着色剤、建材、包装資材、粘着製品、プラスチック成形品、エンジニ

アリングプラスチック、中空糸及びカラー＆コンフォートを製造販売している。　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計印刷
インキ

ニューグラ

フィック

アーツ

合成樹脂
ケミカルソ

リューション
計

売上高        

外部顧客への売上高 205,56235,03273,89376,010390,4972,576393,073

セグメント間の内部売上高

又は振替高
47 18,9635,269 377 24,656 － 24,656

計 205,60953,99579,16276,387415,1532,576417,729

セグメント利益 7,629 2,237 7,982 4,17422,022 751 22,773

　

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計印刷
インキ

ニューグラ

フィック

アーツ

合成樹脂
ケミカルソ

リューション
計

売上高        

外部顧客への売上高 103,25517,30537,14737,693195,400 867 196,267

セグメント間の内部売上高

又は振替高
36 10,1422,889 203 13,270 － 13,270

計 103,29127,44740,03637,896208,670 867 209,537

セグメント利益 4,051 1,442 4,163 2,01311,669△106 11,563
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

　 （単位：百万円）　

利益 金額 　

報告セグメント計 22,022 　

「その他」の区分の利益 751 　

全社費用（注） △1,963 　

四半期連結損益計算書の営業利益 20,810 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総合研究所に係る費用である。

　

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）

　 （単位：百万円）　

利益 金額 　

報告セグメント計 11,669 　

「その他」の区分の利益 △106 　

全社費用（注） △967 　

四半期連結損益計算書の営業利益 10,596 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総合研究所に係る費用である。

　　　

　（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３

月21日）を適用している。なお、当該基準に準拠して作成した前第２四半期連結累計期間及び前第２四半期連結会計

期間のセグメント情報は以下の通りとなる。

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計印刷
インキ

ニューグラ

フィック

アーツ

合成樹脂
ケミカルソ

リューション
計

売上高        

外部顧客への売上高 194,80032,31663,08867,868358,0721,789359,861

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,00814,6155,941 450 22,014 － 22,014

計 195,80846,93169,02968,318380,0861,789381,875

セグメント利益 3,399 △3 4,647 1,665 9,708 343 10,051
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前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計印刷
インキ

ニューグラ

フィック

アーツ

合成樹脂
ケミカルソ

リューション
計

売上高        

外部顧客への売上高 101,70816,75733,35436,106187,925 747 188,672

セグメント間の内部売上高

又は振替高
505 7,473 2,966 214 11,158 － 11,158

計 102,21324,23036,32036,320199,083 747 199,830

セグメント利益 1,885 68 2,976 1,535 6,464 251 6,715

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

　　内容

　（差異調整に関する事項） 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日）

　 （単位：百万円）　

利益 金額 　

報告セグメント計 9,708 　

「その他」の区分の利益 343 　

全社費用（注） △2,352 　

四半期連結損益計算書の営業利益 7,699 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総合研究所に係る費用である。

　　

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）

　 （単位：百万円）　

利益 金額 　

報告セグメント計 6,464 　

「その他」の区分の利益 251 　

全社費用（注） △1,123 　

四半期連結損益計算書の営業利益 5,592 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総合研究所に係る費用である。
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（金融商品関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はないため、記載していない。

（有価証券関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はないため、記載していない。

　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はないため、記載していない。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項なし。

 

（資産除去債務関係）

　当第２四半期連結累計期間において著しい変動はないため、記載していない。　

　

（賃貸等不動産関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はないため、記載していない。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 127円02銭 １株当たり純資産額 127円72銭

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 138,635 122,829

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
22,090 21,795

（うち少数株主持分） (22,090) (21,795)

普通株式に係る四半期連結会計期間末

（連結会計年度末）の純資産額

（百万円）

116,545 101,034

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た四半期連結会計期間末（連結会計年

度末）の普通株式の数（千株）

917,542 791,058

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 0円71銭 １株当たり四半期純利益金額 14円00銭

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載していない。

　　　　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（百万円） 564 12,231

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 564 12,231

普通株式の期中平均株式数（千株） 791,088 873,926

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 0円48銭 １株当たり四半期純利益金額 6円76銭

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載していない。

　　　　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（百万円） 376 6,203

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 376 6,203

普通株式の期中平均株式数（千株） 791,082 917,546
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（重要な後発事象）

該当事項なし。

　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を適用しているが、当該リース取引残高は前連結会計年度の末日に比べて著しい

変動が認められないため、記載していない。

 

 

２【その他】

　平成22年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

　(イ）中間配当による配当金の総額……………………1,835百万円

　(ロ）１株当たりの金額…………………………………２円00銭

　(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月１日

（注）　平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載の株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行う。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成21年11月６日

ＤＩＣ株式会社  

 取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ   

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 板垣　雄士　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大竹　貴也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＤＩＣ株式会社

の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２１年７月１日か

ら平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＤＩＣ株式会社及び連結子会社の平成２１年９月３０日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成22年11月５日

ＤＩＣ株式会社  

 取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ   

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 板垣　雄士　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大竹　貴也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＤＩＣ株式会社

の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２２年７月１日か

ら平成２２年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＤＩＣ株式会社及び連結子会社の平成２２年９月３０日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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